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2026年9月14日 

各 位 

 

かどや製油株式会社の非公開化のための 

公開買付けの開始について 

 

インテグラル株式会社（以下、「当社」）は、当社及びその関連会社が運営するファンドが

それぞれ間接的に追加出資予定の当社100%子会社である株式会社ITG-Gホールディングス（以

下、「公開買付者」）を通じて、創業家である小澤氏（小澤一彦氏、小澤物産株式会社、小澤

商事株式会社含む。以下、総称して「創業家株主」）と共働してかどや製油株式会社（以下、

「かどや」、証券コード2612）に対する公開買付け（以下、「本公開買付け」）を開始するこ

とを決定いたしました。 

 

かどやは、本日開催の取締役会において、本公開買付けに賛同の意見を表明し、株主の皆様

に対しては本公開買付けへの応募を推奨する旨の決議をしております。インテグラルは、創業

家である小澤氏との間で、創業家株主による本公開買付けへの不応募及び本公開買付け後の協

働経営について合意いたしました。 

 

かどやは、1858年、瀬戸内海の小豆島に加登屋製油所として創業以来、168年にわたりごま

一筋で商品を作り続けてきたごま専業メーカーです。香り高く味わい深い「純正ごま油」をは

じめ、ごまの持つ価値を探究し続け、日本国内のごま油市場においてNo.1シェア（※）を有し

ています。海外においては、2025年にはごま油の 売上高が87.5億円へと拡大し、特に北米市

場では、現地法人 Kadoya America Inc. を設立し、日本産ごま油におけるプレミアム市場の

代表ブランドとして事業を拡大しています。 

タグライン「ひらけ、ごまの可能性。」、パーパス「ごまの価値を極限まで高めることで、

世界に貢献する。」のもと、生産者・生活者・株主・行政・従業員等、すべてのステークホル

ダーとともに企業価値を高めるファンベース経営を推進しています。 

※インテージSRI+ごま油市場ブランド累計販売金額 2025年4月～2026年3月 

 

かどやは、国内ごま油市場では約 40％の圧倒的なシェア、米国市場で約 20％のトップシェ

アを有していますが、国内では年々強まる競争圧力に対し、ブランド価値の向上や高付加価値

製品の開発に向けた継続的かつ機動的な投資を必要としています。同時に、米国市場において

は人口の 9割超を占める非アジア系層を巨大な潜在顧客層と位置づけ、用途提案を通じて日常

的な調味料としての定着を図り、「Kadoya」ブランドをリーディングブランドとして確立する

絶好の機会を迎えています。しかし、ブランディング投資や生産能力増強などの先行コスト発

生は短期的な業績への下押し圧力となり、上場を維持したままでは既存の一般株主の皆様に株

価下落のリスクを負わせる懸念があります。そのため、小澤氏及びインテグラルは非公開化を

通じて、独立した経営体制を保ちつつ、「第二の創業」として中長期的な企業価値向上に向け
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た抜本的な事業構造改革及び戦略投資を機動的に実行する体制を構築することを目指して参り

ます。 

 

インテグラルは、「Trusted Investor＝信頼出来る資本家」を企業理念とし、投資先企業の

経営陣との信頼関係を礎として、長期的視野に立ったエクイティ投資を行います。投資後は、

「経営と同じ目線・時間軸」をもって投資先企業とともに歩み、豊富な人材ネットワークや、

経営・ガバナンスの知見を活用して、経営・財務の両面から企業価値向上を支援します。本公

開買付けに関する詳細は、添付の公開買付者（株式会社ITG-Gホールディングス）のプレスリ

リース「株式会社ITG-Gホールディングスによるかどや製油株式会社（証券コード：2612）の

普通株式に対する公開買付けの開始に関するお知らせ」をご参照下さい。 

以 上 

 

 

インテグラルについて 

インテグラル株式会社（代表取締役 山本礼二郎）は、日本国内の上場企業・未公開企業等

を対象とした日本の独立系プライベート・エクイティ投資会社として、2007年9月に創業され

ました。インテグラルとは【積分、積み重ね】を意味しており、投資先企業の経営陣等とハー

トのある信頼関係を構築し、最高の英知を真に積み重ねてまいります。インテグラルは、自己

資金・ファンド資金の両方を用いた独自のハイブリッド投資により、長期的視野に立ったエク

イティ投資を行っております。投資後は『経営と同じ目線・時間軸』をもって投資先企業と共

に歩み、企業価値向上支援チーム「i-Engine」による経営・財務の両面での最適な経営支援を

行います。インテグラルは、投資先企業の発展を通じて社会に貢献し、【信頼できる資本家】

たることを目指しております。 

 

 

本件に関するお問合わせ先 

〒100-6610 東京都千代田区丸の内一丁目9番2号 グラントウキョウサウスタワー10F 

インテグラル株式会社 

電話：03-6212-6100 FAX：03-6212-6099 

URL：https://www.integralkk.com 

https://www.integralkk.com/


 

2026 年９月 14 日 

各 位 

会 社 名： かどや製油株式会社 

代表者名： 代表取締役社長 北 川 淳 一 

（コード番号 2612 東証スタンダード） 

問合せ先： 常務執行役員 経営企画部長 

兼コーポレート本部長 佐 藤 幹 央 

（ＴＥＬ.  0 3 - 6 7 2 1 - 6 9 5 7） 

 

会 社 名： 株式会社 ITG-G ホールディングス 

代表者名： 代表取締役 辺 見 芳 弘 

 

株式会社 ITG-G ホールディングスによる 

かどや製油株式会社（証券コード：2612）の普通株式に対する 

公開買付けの開始に関するお知らせ 

 

株式会社 ITG-G ホールディングスは、本日、かどや製油株式会社の普通株式を別添のとおり公

開買付けにより取得することを決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

以 上 

 

 本資料は、株式会社 ITG-G ホールディングス（公開買付者）が、かどや製油株式会社（公開

買付けの対象者）に行った要請に基づき、金融商品取引法施行令第 30 条第１項第４号に基づい

て公表を行うものです。 

 

 

（添付資料） 

2026 年９月 14 日付「かどや製油株式会社（証券コード：2612）の普通株式に対する公開買付

けの開始に関するお知らせ」 

  



2026年９月14日 

各  位  

会 社 名： 株式会社 ITG-G ホールディングス 

代表者名： 代表取締役 辺 見 芳 弘 

 

かどや製油株式会社（証券コード：2612）の普通株式に対する 

公開買付けの開始に関するお知らせ 

 

株式会社 ITG-G ホールディングス（以下「公開買付者」といいます。）は、本日、株式会社東

京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）スタンダード市場（以下「東京証券取引

所スタンダード市場」といいます。）に上場しているかどや製油株式会社（以下「対象者」とい

います。）の普通株式（以下「対象者株式」といいます。）を金融商品取引法（昭和 23 年法律第

25 号。その後の改正を含みます。）による公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）によ

り取得することを決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

1. 本公開買付けの内容 

（１）対象者の名称 

  かどや製油株式会社 

 

（２）買付け等をする株券等の種類 

  普通株式 

 

（３）買付け等の期間 

  2026 年９月 15 日（火曜日）から 2026 年 10 月 30 日（金曜日）まで（30 営業日） 

 

（４）買付け等の価格 

  普通株式１株につき、金 2,514 円 

 

（５）買付予定の株券等の数 

  買付予定数  23,079,969 株 

  買付予定数の下限 13,847,100 株 

  買付予定数の上限 ―株 

 

（６）決済の開始日 

  2026 年 11 月９日（月曜日） 

 



（７）公開買付代理人 

  大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 

 

2. 本公開買付けの目的の概要 

公開買付者は、対象者の株券等を取得及び所有することを主たる目的として 2026 年７月 17

日付で設立された株式会社であり、本日現在、インテグラル株式会社がその発行済株式の全て

を所有しております（注１）。なお、本日現在、インテグラル株式会社及びインテグラル株式

会社がその発行済株式の全てを保有するインテグラル・パートナーズ株式会社（以下個別に又

は総称して「インテグラル」といいます。）並びに公開買付者を含むインテグラルの子会社及

び関連会社その他公開買付者に対する出資に関わる各主体は、対象者株式を所有しておりま

せん。 

インテグラルは日本国内の上場企業・未公開企業等に投資するエクイティ投資会社です。社

名である「インテグラル」とは、『積分、積み重ね』を意味し、投資先企業と信頼関係を構築

し、持続的な企業価値の向上に資する施策を積み重ねていくという長期的視野に立ったエク

イティ投資を行うことを理念としており、『経営と同じ目線・時間軸』をもって投資先企業と

共に歩み、投資先の事業方針を尊重して企業価値の最大化に向けて経営・財務の両面での最適

な経営支援を行うことを方針としております。インテグラルは、2007 年９月の創業からこれ

までキュービーネットホールディングス株式会社、スカイマーク株式会社、株式会社シノケン

グループ、株式会社ダイオーズ、旭化成メディカル株式会社、株式会社ゴルフダイジェスト・

オンライン等、計 40 件の投資実績（2026 年９月 14 日現在）を有し、企業価値向上に向けた

経営・財務の両面でのサポートを行ってまいりました。インテグラルは、コスト削減やオペレ

ーションの効率化のみによる短期的な利益の追求ではなく、長期的な視野に立った投資やリ

ソース配分を行い、永続的な事業の成長・発展を目指しております。M&A 業務及び会社のマネ

ジメントに従事し、それらの高度な専門的知識を有する者が集まった国内独立系の投資会社

として、日本企業のマネジメント層の特性を十分に理解・尊重しながら、投資先企業の企業価

値向上を最優先した成長戦略促進の支援に全力で取り組んでおります。 

今般、公開買付者は、東京証券取引所スタンダード市場に上場している対象者株式の全て

（ただし、対象者が所有する自己株式（ただし、ＢＢＴ所有株式（下記に定義します。）を除

きます。）及び本不応募株式（下記に定義します。）を除きます。）を取得し、対象者株式を

非公開化するための取引の一環として、本日付で本公開買付けを実施することを決定いたし

ました。 

本公開買付けの実施にあたり、公開買付者は、本日付で、対象者との間で、対象者がその取

締役会において、本公開買付けに賛同し、対象者の株主の皆様に対して本公開買付けへの応募

を推奨する旨の意見表明を行うことを含む公開買付契約を締結しております。また、公開買付

者は、本公開買付けの実施にあたり、対象者の第３位株主である小澤物産株式会社（所有株式

数 3,189,558 株、所有割合（注２）：11.54％。以下「小澤物産」といいます。）、対象者の



第４位株主である小澤商事株式会社（所有株式数 1,284,942 株、所有割合：4.65％。以下「小

澤商事」といいます。）並びに小澤物産及び小澤商事の代表取締役であり対象者の株主でもあ

る小澤一彦氏（所有株式数 89,004 株、所有割合：0.32％。以下「小澤氏」といい、小澤物産

及び小澤商事と併せて「創業家株主」又は「不応募株主」といいます。）との間で、本日付で、

創業家株主が所有する対象者株式の全て（以下「本不応募株式」といいます。）について、本

公開買付けに応募しない旨の契約（以下「本取引合意書（創業家株主）」といいます。）を締

結しております。 

（注１） インテグラル株式会社が 2026 年２月 10 日付で公表した「グループ統括会社体制へ

の移行に向けた会社分割、並びに定款の一部変更（商号及び事業目的の変更）に関す

るお知らせ」に記載のとおり、インテグラル株式会社は、2026 年 10 月１日を効力発

生日として、インテグラル株式会社を吸収分割会社とし、分割準備会社として設立し

たインテグラル分割準備株式会社を吸収分割承継会社とする吸収分割により、PE 投

資ファンドの運用事業に関して有する権利義務を、同年２月 10 日付吸収分割契約に

定める範囲においてインテグラル分割準備株式会社に承継させることを予定してお

り、当該吸収分割により、インテグラル株式会社が所有している公開買付者の発行済

株式の全てがインテグラル分割準備株式会社に承継されます。なお、インテグラル株

式会社は、2026 年 10 月１日付で「インテグラル・グループ株式会社」へ商号変更す

ることを予定しており、インテグラル分割準備株式会社は、同日付で「インテグラル

株式会社」へ商号変更することを予定しております。 

（注２）「所有割合」とは、対象者が 2026 年８月３日に公表した「2027 年３月期 第１四半

期決算短信〔日本基準〕（連結）」に記載された 2026 年６月 30 日現在の発行済株式

総数（28,200,000 株）から、同日現在の対象者が所有する自己株式数（556,527株）

（なお、当該自己株式数には、対象者の役員等の株式報酬制度に係る株式給付信託

（ＢＢＴ）として、みずほ信託銀行株式会社が所有する対象者株式（27,759 株）（以

下「ＢＢＴ所有株式」といいます。）を含めておりません。以下、対象者が所有する

自己株式数について同じです。）を控除した株式数（27,643,473 株）に対する割合

（小数点以下第三位を四捨五入）をいいます。以下、所有割合の記載において同じで

す。 

 

また、小澤物産は、本取引合意書（創業家株主）において、対象者が実施する自己株式取得

（以下「本自己株式取得」といいます。）に応じて、その保有する対象者株式のうち 1,905,127

株（以下「本自己株式取得対象株式」といいます。）を売却することを合意しており、本自己

株式取得における自己株式取得の対価は、小澤物産が保有する対象者株式１株当たり 2,002円

（以下「本自己株式取得価格」といいます。）とすることを予定しております。公開買付者は、

本自己株式取得を実施するために必要な資金及び分配可能額を確保することを目的として、

自ら又は対象者をして、（i）公開買付者による対象者に対する貸付け（公開買付者を貸付人と



する対象者に対する貸付け又は対象者による社債発行によることを予定しております。）及び

（ii）会社法第 447 条第１項及び第 448 条第１項に基づく対象者の資本金、資本準備金及び

利益準備金の額の減少を実施させることを予定しております。なお、小澤物産において、法人

税法（昭和 40 年法律第 34 号。その後の改正を含みます。）に定めるみなし配当の益金不算入

規定が適用されることが見込まれることを踏まえ、本自己株式取得に応じた場合の税引後手

取り額が、仮に小澤物産及び小澤商事が本公開買付けに応募した場合に得られる税引後手取

り額と同額又はそれ以下の額となるように本自己株式取得価格を設定しているため、本自己

株式取得は公開買付価格の均一性規制（法第 27 条の２第３項）の趣旨に反するものではない

と考えております。 

また、公開買付者は、対象者の第１位株主である三菱商事株式会社（所有株式数 7,431,000

株、所有割合：26.88％。以下「三菱商事」といいます。）と本日以降に協議を行う予定であり、

公開買付期間中に、三菱商事との間で、三菱商事が保有する対象者株式の全てについて本公開

買付けに応募せず、対象者が実施する自己株式取得に応じる旨の合意を締結することができ

た場合には、直ちに公開買付届出書の訂正届出書を提出するとともに、三菱商事の保有する対

象者株式の数に相当する株式数のみ本公開買付けにおける買付予定数の下限を引き下げ、本

公開買付けにおける対象者株式１株当たりの買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といい

ます。）、本自己株式取得対象株式の数及び本自己株式取得価格を引き上げる旨の変更を行う

想定です。具体的には、買付予定数の下限を 6,416,100 株（当該買付予定数の下限について買

付け等を行った場合における買付け等後の株券等所有割合は、66.65％（小数点以下第三位を

四捨五入）です。）とし、三菱商事が保有する対象者株式１株当たりの自己株式取得価格を

2,175 円（以下「本自己株式取得価格（三菱商事）」といいます。）、変更後の本公開買付価格

を 2,644 円、変更後の本自己株式取得対象株式の数を、小澤物産の保有する対象者株式のうち

1,925,951株、変更後の本自己株式取得価格を 2,104円とすることを予定しております。なお、

本自己株式取得価格（三菱商事）は、三菱商事において、法人税法に定めるみなし配当の益金

不算入規定が適用されることが見込まれることを踏まえ、自己株式取得に応じた場合の税引

後手取り額が、仮に三菱商事が上記引き上げ後の本公開買付価格（2,644 円）に応募した場合

に得られる税引後手取り額と同額又はそれ以下の額となるように設定しているため、かかる

自己株式取得は公開買付価格の均一性規制（法第 27 条の２第３項）の趣旨に反するものでは

ないと考えております。 

また、公開買付者は、対象者の第２位株主である三井物産株式会社（所有株式数 6,058,500

株、所有割合：21.92％。以下「三井物産」といい、三菱商事と合わせて「法人株主」といい

ます。）と本日以降に協議を行う予定であり、公開買付期間中に、三井物産との間で、三井物

産が保有する対象者株式の全てについて本公開買付けに応募せず、対象者が実施する自己株

式取得に応じる旨の合意を締結することができた場合には、直ちに公開買付届出書の訂正届

出書を提出するとともに、三井物産の保有する対象者株式の数に相当する株式数のみ本公開

買付けにおける買付予定数の下限を引き下げ、本公開買付価格、本自己株式取得対象株式の数



及び本自己株式取得価格を引き上げる旨の変更を行う想定です。具体的には、買付予定数の下

限を 7,788,600 株（当該買付予定数の下限について買付け等を行った場合における買付け等

後の株券等所有割合は、66.65％（小数点以下第三位を四捨五入）です。）とし、三井物産が保

有する対象者株式１株当たりの自己株式取得価格を 2,156 円（以下「本自己株式取得価格（三

井物産）」といいます。）、変更後の本公開買付価格を 2,620 円、変更後の本自己株式取得対象

株式の数を、小澤物産の保有する対象者株式のうち 1,919,829 株、変更後の本自己株式取得価

格を 2,086 円とすることを予定しております。なお、本自己株式取得価格（三井物産）は、三

井物産において、法人税法に定めるみなし配当の益金不算入規定が適用されることが見込ま

れることを踏まえ、自己株式取得に応じた場合の税引後手取り額が、仮に三井物産が上記引き

上げ後の本公開買付価格（2,620 円）に応募した場合に得られる税引後手取り額と同額又はそ

れ以下の額となるように設定しているため、かかる自己株式取得は公開買付価格の均一性規

制（法第 27 条の２第３項）の趣旨に反するものではないと考えております。 

さらに、公開買付者は、法人株主の一方との間で公開買付期間中にその保有する対象者株式

の全てについて本公開買付けに応募せず、対象者が実施する自己株式取得に応じる旨の合意

を締結した状況において、法人株主のもう一方との間でも同内容の合意を締結することがで

きた場合には、直ちに公開買付届出書の訂正届出書を提出するとともに、新たに当該合意を締

結した法人株主の保有する対象者株式の数に相当する株式数のみ本公開買付けにおける買付

予定数の下限を引き下げ、本公開買付価格、本自己株式取得対象株式の数及び本自己株式取得

価格を引き上げる旨の変更を行う想定です。具体的には、買付予定数の下限を 357,600 株（当

該買付予定数の下限について買付け等を行った場合における買付け等後の株券等所有割合は、

66.65％（小数点以下第三位を四捨五入）です。）とし、変更後の本公開買付価格を 2,760 円、

本自己株式取得価格（三菱商事）を 2,270 円、本自己株式取得価格（三井物産）を 2,270 円

（このときの本自己株式取得価格（三菱商事）と本自己株式取得価格（三井物産）のいずれか

は、変更後の本自己株式取得価格（三菱商事）又は本自己株式取得価格（三井物産）をいいま

す。）、変更後の本自己株式取得対象株式の数を、小澤物産の保有する対象者株式のうち

1,945,486株、変更後の本自己株式取得価格を 2,195円とすることを予定しております。なお、

このとき新たに当該合意を締結した法人株主が保有する対象者株式１株当たりの自己株式取

得価格は、同法人株主において、法人税法に定めるみなし配当の益金不算入規定が適用される

ことが見込まれることを踏まえ、自己株式取得に応じた場合の税引後手取り額が、仮に同法人

株主が上記引き上げ後の本公開買付価格（2,760 円）に応募した場合に得られる税引後手取り

額と同額又はそれ以下の額となるように設定しているため、かかる自己株式取得は公開買付

価格の均一性規制（法第 27 条の２第３項）の趣旨に反するものではないと考えております。 

 

3. 公開買付け後の組織再編等の方針 

公開買付者は、本公開買付けにより、対象者株式の全て（ただし、本不応募株式及び対象者

が所有する自己株式を除きます。）を取得できなかった場合には、本公開買付けの成立後、対



象者の株主を公開買付者及び不応募株主のみとするための一連の手続（以下「本スクイーズア

ウト手続」といいます。）を実施することを予定しております。 

具体的には、公開買付者は、本公開買付けの決済の完了後速やかに、会社法（平成 17 年法

律第 86 号。その後の改正を含みます。以下「会社法」といいます。）第 180 条に基づく対象者

株式の併合（以下「第１回株式併合」といいます。）及び第１回株式併合の効力発生を条件と

して単元株式数の定めを廃止する旨の定款の一部変更を行うことを付議議案に含む臨時株主

総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）の開催を対象者に要請する予定です。公開買付

者及び不応募株主は、本臨時株主総会において上記各議案に賛成する予定です。 

本臨時株主総会において第１回株式併合の議案についてご承認をいただいた場合には、第

１回株式併合がその効力を生ずる日において、対象者の株主の皆様は、本臨時株主総会におい

てご承認をいただいた第１回株式併合の割合に応じた数の対象者株式を所有することとなり

ます。第１回株式併合により株式の数に１株に満たない端数が生じるときは、端数が生じた対

象者の株主の皆様に対して、会社法第 235 条その他の関係法令の定める手続に従い、当該端数

の合計数（合計した数に１株に満たない端数がある場合には、当該端数は切り捨てられます。

以下同じです。）に相当する対象者株式を対象者又は公開買付者に売却すること等によって得

られる金銭が交付されることになります。公開買付者は、当該端数の合計数に相当する対象者

株式の売却価格については、当該売却の結果、本公開買付けに応募されなかった対象者の株主

の皆様（公開買付者、不応募株主及び対象者を除きます。）に交付される金銭の額が、本公開

買付価格に当該株主の皆様が所有していた対象者株式の数を乗じた価格と同一になるよう算

定した上で、裁判所に対して任意売却許可の申立てを行うことを対象者に要請する予定です。

また、対象者株式の併合の割合は、本日現在において未定ですが、公開買付者は、対象者に対

して、公開買付者及び不応募株主が対象者株式の全て（ただし、対象者が所有する自己株式を

除きます。）を所有することとなるよう、本公開買付けに応募されなかった対象者の株主の皆

様（公開買付者、不応募株主及び対象者を除きます。）の所有する対象者株式の数が１株に満

たない端数となるように決定するよう要請する予定です。対象者が 2026 年９月 14 日付で公

表した「株式会社 ITG-G ホールディングスによる当社株式に対する公開買付けに関する賛同

の意見表明及び応募推奨のお知らせ」によれば、対象者は本公開買付けが成立した場合には、

公開買付者によるこれらの要請に応じる予定とのことです。 

なお、第１回株式併合の効力発生日の前日において、公開買付者又は不応募株主が所有する

対象者株式数を上回る数の対象者株式を所有する株主（公開買付者及び不応募株主を除きま

す。以下「多数保有株主」といいます。）が生ずることが合理的に否定できない場合、第１回

株式併合後に公開買付者及び不応募株主以外に対象者の株主が存在することを可及的に避け、

本スクイーズアウト手続の安定性を高めるため、小澤商事及び小澤氏が、公開買付者の要請に

従い、第１回株式併合の効力発生前を効力発生時として、それぞれが保有する対象者株式の全

てを、小澤物産に対し貸し付ける貸株取引を実施する予定です（注３）。 

本株式併合（下記に定義します。以下同様です。）に関連する一般株主の権利保護を目的と



した会社法上の規定として、本株式併合により株式の数に１株に満たない端数が生じるとき

は、会社法第 182 条の４及び第 182 条の５その他の関係法令の定めに従い、対象者の株主の

皆様（公開買付者、不応募株主及び対象者を除きます。）は、対象者に対してその所有する株

式のうち１株に満たない端数となるものの全部を公正な価格で買い取ることを請求すること

ができる旨及び裁判所に対して対象者株式の価格の決定の申立てを行うことができる旨が定

められています。 

上記のとおり、本株式併合においては、本公開買付けに応募されなかった対象者の株主の皆

様（公開買付者、不応募株主及び対象者を除きます。）の所有する対象者株式の数は１株に満

たない端数となる予定ですので、本株式併合に反対する当該株主の皆様は、上記申立てを行う

ことができることになる予定です。なお、上記申立てがなされた場合の対象者株式の買取価格

は、最終的には裁判所が判断することとなります。 

上記の手続については、関係法令についての改正、施行、当局の解釈等の状況等によっては、

実施の方法及び時期に変更が生じる可能性があります。ただし、その場合でも、本公開買付け

に応募されなかった対象者の株主の皆様（公開買付者、不応募株主及び対象者を除きます。）

に対しては、最終的に金銭を交付する方法が採用される予定であり、その場合に当該各株主に

交付される金銭の額については、本公開買付価格に当該各株主が所有していた対象者株式の

数を乗じた価格と同一になるよう算定する予定です。公開買付者は、上記の本臨時株主総会の

具体的な手続及びその実施時期等については、対象者と協議の上、決定次第、対象者が速やか

に公表する予定です。なお、本公開買付けは、本臨時株主総会における対象者の株主の皆様の

賛同を勧誘するものでは一切ありません。また、本公開買付けへの応募又は上記の手続におけ

る税務上の取扱いについては、対象者の株主の皆様において自らの責任にて税理士等の専門

家にご確認いただきますようお願いいたします。 

（注３） 第１回株式併合の効力発生後において、多数保有株主が存在する場合は、対象者にお

いて有価証券報告書提出義務の免除を受けた後、公開買付者及び不応募株主は、本ス

クイーズアウト手続の一環として、小澤商事及び小澤氏が、公開買付者の要請に従い、

それぞれが保有する対象者株式の全てを、小澤物産に対し貸し付ける貸株取引及び公

開買付者又は小澤物産のいずれか一方が、他方に対し、自らが保有する対象者株式の

全てを貸し付ける貸株取引を行った上で、再度対象者株式の併合（以下「第２回株式

併合」といい、第１回株式併合と併せて「本株式併合」といいます。）を行うことを

含む、対象者の株主を公開買付者及び不応募株主のみとするための手続を実施するこ

とを予定しております。なお、第２回株式併合においては、多数保有株主に交付され

る金銭の額が、本公開買付価格に当該多数保有株主が所有していた対象者株式の数

（ただし、第１回株式併合における対象者株式の併合の割合に基づく形式的な調整を

行う予定です。また、第１回株式併合により端数となった部分を除きます。）を乗じ

た価格と同一となるよう算定する予定です。 

 



4. 上場廃止等となる見込み及びその事由

対象者株式は、本日現在、東京証券取引所スタンダード市場に上場されておりますが、公開

買付者は、本公開買付けにおいて買付予定数の上限を設定していないため、本公開買付けの結

果次第では、対象者株式は、東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃

止となる可能性があります。また、本公開買付けの成立時点で当該基準に該当しない場合で

も、本公開買付けの成立後、上記「3. 公開買付け後の組織再編等の方針」に記載のとおり、

公開買付者は、本スクイーズアウト手続を実施することを予定しており、その場合、対象者株

式は東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となります。上場廃止

後は、対象者株式を東京証券取引所スタンダード市場において取引することはできません。 

その他、本公開買付けの具体的内容は、本公開買付けに関して公開買付者が 2026 年９月 15

日に提出する公開買付届出書をご参照ください。公開買付届出書は、 EDINET 

（https://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/）にて縦覧に供されます。 

以 上 

本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向けて行われるものでは

なく、また、米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、

ファクシミリ、電子メール、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）を使

用して行われるものではなく、さらに米国内の証券取引所施設を通じて行われるものでもあ

りません。上記方法・手段により、若しくは上記施設を通じて、又は米国内から本公開買付け

に応募することはできません。 

また、本公開買付けに係る公開買付届出書又は関連する買付書類は、米国内において若しくは

米国に向けて又は米国内から、郵送その他の方法によって送付又は配布されるものではなく、

かかる送付又は配布を行うことはできません。上記制限に直接又は間接に違反する本公開買

付けへの応募はお受けいたしません。 

本公開買付けへの応募に際し、応募株主等（外国人株主等の場合はその常任代理人）は公開買

付代理人に対し、以下の旨の表明及び保証を行うことを求められることがあります。 

応募株主等が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点のいずれにおいても、米国に所

在していないこと。本公開買付けに関するいかなる情報若しくは買付け等に関する書類（その

写しを含みます。）を、直接間接を問わず、米国内において若しくは米国に向けて、又は米国

内から、これを受領したり送付したりしていないこと。買付け等若しくは公開買付応募申込書

の署名交付に関して、直接間接を問わず、米国の郵便その他の州際通商若しくは国際通商の方

法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子メール、インターネット通信を含みますが、

これらに限りません。）又は米国内の証券取引所施設を使用していないこと。他の者の裁量権

のない代理人又は受託者・受任者として行動する者ではないこと（当該他の者が買付け等に関

する全ての指示を米国外から与えている場合を除きます。）。 




